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クレジットカードは，現代の一般的決済手段の不可欠な一つとして世界的に

急速に普及している。カード決済は，生活のあらゆる場面で利用できるように

なっている。例えば，デパートやスーパーのショッピング，飲食店，ホテル・

航空券などの支払，さらに公共料金支払など，その利用範囲はますます拡大し

ている。これはその利用者である消費者，加盟店，銀行に利益をもたらしてい

る。だが一方でその発展にたいする問題も指摘されている。クレジットカード

のネットワークは経済学の興味ある課題である。本稿は最近の理論的展開を考

察する。

電子支払いシステムの拡大と普及

カードの利用が拡大していることを確認しよう。

日本の場合，日本クレジットカード協会により以下のデータが示されている1)。

年間取扱高推移（ショッピング取扱高）

２００３年度 １４２，７４７億円 ２００４年度 １５８，１８８億円

会員数 ２００３年３月末 １０，５８７万人 ２００４年３月末 １０，８６８万人

加盟店数 ２００３年３月末 ２，１８６万店 ２００４年３月末 ２，２５５万店

カードの利用金額，カード会員数，カード利用の加盟店数など，いずれも国

民の間に広く普及していることを表わしている。
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図１には最近の各国の決済方法の傾向が示されている。図によって程度の差

はあるが，小切手や現金の使用が減少し，それらに代わって，クレジットカー

ドやデビットカードなどの電子を使う決済のウエイトが増加していることがわ

かる。さらに，図２は，アメリカの（２００１年）消費者が取引額に応じて決済方

法をどのように選択しているかを示したものである。小額の取引は現金で支払

う割合が大きいが，金額が高額になるにつれて小切手やクレジットカードを利

用するウエイトが拡大することがわかる。

電子決済システム拡大の根拠

このような，電子決済システムの拡大の理由は，それが社会的な支払いコス

トの軽減と経済全体の生産性の上昇をもたらしているからである。この事実に

ついては，多くの研究がある。Garcia Swartz［２００４］は多くの文献を実証し，

「結論」において次のような結果を導いた。「現金や小切手は，これまでの多

くの文献が示しているよりも望ましいものではないということがわかった。全

体として，キャッシュレス社会への移行は経済厚生を改善する」。次に Humphrey

［２００３］は，その実証分析において以下のように分析している。「電子決済の

コストは paper-baseのシステムより３／１から１／２であるから，paper-baseから完

全な電子決済システムに移行すれば，国民は GDPの約１％を毎年節約できる。

…ヨーロッパでは，１２カ国で電子取引のシェアーが０．４３から０．７９に上昇したの

で（１９８７－１９９９），銀行の支払いコストは４５％低下した（pp.159）」。

２ クレジットカードネットワークの特徴

－クレジットカードシステムはネットワーク産業である。

２．１ クレジットカードの基本的仕組み

クレジットカードの仕組み

はじめに，金融辞典によるクレジットカードの定義を示す。「クレジットカー

ドとは，カードの保有者である消費者が，あらかじめ設定された個々の与信枠

の範囲内で，代金後払で加盟店から物品やサービスの提供等を受けることがで

－３６－ クレジットカード・ネットワークにおける
インターチェンジ料金について

100％�
90％�
80％�
70％�
60％�
50％�
40％�
30％�
20％�
10％�
0％�

Australia

1996 2000

100％�
90％�
80％�
70％�
60％�
50％�
40％�
30％�
20％�
10％�
0％�

Canada

1995 1999 2003

100％�
90％�
80％�
70％�
60％�
50％�
40％�
30％�
20％�
10％�
0％�

Denmark

1994 1998 2003

100％�
90％�
80％�
70％�
60％�
50％�
40％�
30％�
20％�
10％�
0％�

Mexico

2001 2004

100％�
90％�
80％�
70％�
60％�
50％�
40％�
30％�
20％�
10％�
0％�

Natherlands

1995 1999 2003

100％�
90％�
80％�
70％�
60％�
50％�
40％�
30％�
20％�
10％�
0％�

Spain

1994 1998 2002

Sweden

100％�
90％�
80％�
70％�
60％�
50％�
40％�
30％�
20％�
10％�
0％�

UK

1995 1999 2003

100％�
90％�
80％�
70％�
60％�
50％�
40％�
30％�
20％�
10％�
0％�

1995 1999 2003

100％�
90％�
80％�
70％�
60％�
50％�
40％�
30％�
20％�
10％�
0％�

USA

1995 2000 2003

OtherCheckCredit CardDebit Card

図１ 各国の支払いカードの発展（取引額：Weiner・Wright 2005）
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きるカードをいう。」（館龍一郎編『金融辞典』pp 677‐678，東洋経済新報社）

クレジットカードシステムは，カードに参加すれば，手持ちのお金がなくと

も利用した店に対してカード会社が立て替えて支払ってくれるサービスを受け

られるカードのネットワークである。カードを提示する事で『つけ』で物を買っ

たり，サービスを受けたり出来る。クレジットとは『信用』・『信頼』・『融資』・

『信用貸し』などの意味があり，クレジットカードは，使用者の信用度を表す。

カードの発行にはカード会社による支払能力審査がある。その審査に通って，

カードの所有が認められる。入会審査や入会資格によりカードの差別化もでき

る。

図３はこのクレジットカードはどのような関係で成り立っているかを示した

ものである。図中の矢印の番号は，クレジットカードによる商品の購入・サー

ビスの利用から代金の支払いまでの仕組みをあらわしている2)。

（１）商品・サービスの提供

（２）カード提示・売上票にサイン（もしくは端末機へ暗証番号を入力）

（３）売上票送付（売上データ伝送）

（４）売上代金支払

（５）利用代金明細書送付

（６）利用代金支払

図２ 取引額による支払い手段の選択（Garcia Swartz［2004］）
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カード使用の特徴

①カード持ち主

メ リ ッ ト：手持ちのお金がなくてもショッピング・食事・宿泊などサー

ビスを受けられる。

デメリット：分割支払にした場合，金利がかかる。無駄使いしてしまう可

能性がある。

②加盟店

メ リ ッ ト：手持ちのお金がないお客もカードが利用できるので，購買意

欲を高め，売上増進をはかれる。

デメリット：カード会社に売上額の３～５％の金額を手数料（商業割引

き）として，支払わなければならない。

③クレジットカード会社

メ リ ッ ト：加入者よりカードの年会費が入る。また分割支払を選択した

時は，分割金利が入る。加盟店より手数料が入る。

図３ クレジットカードの仕組み（日本クレジットカード協会の HPより）
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デメリット：カード所有者が利用料金を支払えなくなる（default），カー

ド偽造や不正使用のリスクを背負う。

用語

加 盟 店 クレジットカードが使える店舗。入り口などにどのブラ

ンドが使用できるかシールが貼っている。

チャージカード ダイナースクラブやアメリカンエキスプレスのようなマ

ンスリークリアのクレジットカード

定額リボ払い 利用残高に関わらず，あらかじめ決められた１ヶ月の返

済金額を支払っていく方法

定率リボ払い 利用残高に対して，あらかじめ決めていた割合を支払っ

ていく方法

デビットカード 即時決済のクレジットカード。利用して，数日のうちに

利用者の銀行口座から利用金額が引き落とされる。

２．２ ネットワーク効果の存在

ネットワーク効果

ネットワークに参加すると集結に関連する便益＝ネットワーク効果が生ずる。

その根拠は２つある。①需要側の規模の経済（多くのひとがそのシステムを利

用すればするほど，そのサービスの効用が高まってくる）と②需要の補完性（異

なるネットワークのサービスは結合されるとより価値が高まる）である。クレ

ジットカードシステムはこれらの性質を持っている。

１ カード保有者が増えれば増えるほど，加盟店はカード利用の売り上げが

増加するのでそのカードシステムに所属するメリットは大きくなる。他方，

加盟店が多くなればなるほど，カード保有者の買い物の便利さが高まる。

（この相互依存関係を両面性市場 Two-sided Markets＝TSMと呼ぶ）

さらに間接的な効果も発生する。規模の利益が働いてカード発行コスト

の低下，加盟店のカード処理コストの低下，あるいはカードシステムの管

理運営費の低下をもたらす。さらにそれらがシステム設備の固定費用の回

収を早める。さらに関連サービスの質の向上や多様化も実現する。

－４０－ クレジットカード・ネットワークにおける
インターチェンジ料金について

２ 補完的なネットワークが相互にリンクされると消費者の利益が拡大する。

カードシステムの場合，消費者の支払いの必要性と販売店の売り上げ増加

要求がリンクできると相互に利益を実現できる。また異なるカード発行の

ネットワークが相互に結合するとそれぞれに利益が増大する。例，ATM

網の相互結合。

これらのネットワーク効果は相互に対称的である。理由はこのシステムが，

カード所有者と販売店とで共同消費されているからである。このようなシステ

ムの特徴は最近，両面性市場として注目されている3)。

２．３ カードネットワークは両面性市場（Two-sided Markets）である

両面性市場（TSM）の条件

１ ２種類以上の顧客の存在。

２ 相互に必要とする。補完性が強い。

３ 両者をつなぐ platformが重要な役割。

例として，結婚相手を探す会員制のデートクラブを考えよう。クラブの顧客

には，一方に男性，他方に女性がいる。男性も女性も相互にふさわしいパート

ナーを探しているので相互に補完性が強い。Platformは両者をつなぐ役割をす

る。両方の顧客を獲得するためには顧客の性質の違いをうまく取り込む必要が

ある。多くのいい女性がクラブの会員になれば，男性も会員になる魅力が増す。

そのため女性の会費は安く設定され，多くの費用は男性が負担する。このよう

に，多くの両面性市場は顧客の違いに合わせて異なる価格構造をとる。表１に

は，両面性市場の異なる価格構造の例が示されている4)。

TSMの例

表１ TSMの例 異なる価格構造（○：支払う）

産 業 side アクセス 使 用

ビデオゲーム機器
ユーザー ○

ゲーム開発者 ○

携帯電話
ドコモ，i-Mode

ユーザー ○

コンテンツプロバイダー

クレジットカード・ネットワークにおける
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不動産ブローカー
売り手 ○

買い手 ○

雑誌
読者 ○

広告主 ○

OS（コンピューター）
ユーザー ○

ソフト開発者

ショッピングモール
所有者

店 ○

カードシステム
販売店（売り手） ○

カード所有者（買い手） ○

TSMの５つの原理（Evans 2005）

さらに，両面性市場の構造を詳しく研究した Evans［２００５］は次のような５

つの原理を提示している。

１ 相互依存の価格。

２ 価格水準より価格構造が重要。

３ より大きく評価する側が多く支払う。

４ 一方が補助される。

５ 異なる価格構造が両者を市場に結びつける。

両面性市場としてのカードネットワーク

カードシステムの場合，カードを保有する消費者は一般に入会金が必要だが，

実際には入会金免除や，年会費も無料のケースが多い。さらに会員は特典サー

ビス（商品の割引，ポイント制など）を受け取ることもある。他方，カード支

払いを受ける加盟販売店は商業割引として数パーセントの費用をカード会社

（商業銀行）に支払う。すなわち，カードシステムのコストは加盟店が負担し

ており，カード保有者はその１部しか負担していない。

このような価格構造はカードシステムが両面性市場として発展してきたこと

による。まず，カードシステムが成立すると，そのネットワークは直接的効果

と間接的効果を生む。間接的効果はカードシステムの拡大するにつれ，規模の

－４２－ クレジットカード・ネットワークにおける
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利益による生産性の向上あるいは質の改善からなり，大部分は価格低下により

市場を通して内部化される。そのため，ネットワークの「外部性」は解消する。

他方，直接効果はカード所有者と販売店がジョイントすることから発生する。

この接合が十分でなければ正の外部性は実現せず，ネットワークは社会的最適

水準以下の状態となる。これは従来から，「鶏と卵」問題として知られている

課題である。カードシステムの場合，この課題は会員の費用を安く設定し，

加盟店が費用の大部分を負担することで解決してきたといえる。上の Evans

［２００５］の原理を適用すれば，加盟店がカードネットワークを大きく評価して

費用を負担し，他方，会員は補助されるという関係になる。だが，実際にカー

ドネットワークはどのように発展してきたか。またこのような解釈は理論的に

どう評価さるのか。これが次節のテーマである。

３ Openシステムと Closedシステム

３．１ クレジットカードの歴史

５大国際ブランド誕生の歴史5)

クレジットカードの前身となったのは，２０世紀の初めにあった石油会社が

作った『オイルカード』である。これは特定の店や航空会社など一部の店でし

か使えない。現在は一般的に使用できるカードが普及している。以下の５つの

国際ブランドがある。２つのグループに分類される。

「３パーティ（closed）システム」：Proprietaryシステムともいう。図４を参照。

①『ダイナースクラブ カード』：１９５０年誕生

T&Eカード（トラベル＆エンターテイメントカード）として，初めて一

般的に使えるカードが誕生した。

②『アメリカンエキスプレス・カード』：１９５８年誕生。

③『JCBカード』：１９６１年日本信販・三和銀行の共同出資により誕生。

（日本で最初のクレジットカードは，百貨店の丸井が上得意客向け発行し

たもので，１９６０年に誕生した。）

クレジットカード・ネットワークにおける
インターチェンジ料金について －４３－



「４パーティ（open）システム」：図５を参照。

④『VISAカード』：１９５８年，バンク・オブ・アメリカにより「バンクアメ

リカード」が誕生した6)。１９６６年，州法で活動が Calforniaに限られていた

ため，州外へも拡大するためフランチャイズ方式で全米に進出。１９７０年，

メンバー所有の非営利の組織「National BankAmerica, NBI」に変更。１９７６

年さらに名前を「VISA」へと変更。現在，世界最大のカードブランドで

ある。

⑤『マスターカード』：１９６６年インターバンクカード（マスターチャージ）

として設立された。１９７９年『マスターチャージ』をマスターカード（MC）

へ名称変更した。現在，世界第２位のカードブランドである。

以上のクレジットカードのうち，現在もっとも普及しているのは４パーティ

（open）システム（VISA，MC）である。また，これは，理論的，政策的にも

注目を集めている。本報告ではこのシステムを中心に議論する。

３．２ Platformの役割

Platformは，ネットワークシステムが「鶏と卵」問題を解決し，「臨界点」

をクリアーする役割を果たしている。このシステムがさらに発展するために次

の課題を解決しなければならない。

１ インフラ（ラインとスイッチ）の建設と維持。

２ システムを運営するための価格決定：入会金，会費，商業割引，Inter-

change Fee（加盟店の手数料）。

３ システムのルールの設定：Honor-all-cardルール，No-Surchargeルール。

Closedシステム

3partyシステムでは，proprietary本部がカード保有者と販売店との関係を処

理する。

TSM問題は，両市場の料金をシステムの内部において同時にコントロール

することで解決する。

－４４－ クレジットカード・ネットワークにおける
インターチェンジ料金について
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(f : customer fee)
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(m: merchant discount)
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図４ 3partyシステム

Cardholder

Issuer Acquirer

pays p+f

(f: customer fee)

pays p－m

(m: merchant discount)

pays p－a

(a: interchange fee)

sells a good or 

service at price p

Merchant

図５ 4partyシステム

Openシステム

4party システムでは，TSM に対応するためシステム内の Merchant Bank

（Acquirer）とカード発行銀行（Issuer）との調整が必要になる。

①利益をどう分配するか。②カード保有者の defaultの対応。

③商品に関するトラブルの処理。④カードの偽造，不正使用の対策。

この課題については，A銀行と I銀行の間で次のような契約をするケースが

一般的である（VISA，MC）。

１ Interchange Feeの決定。（①の利益配合の決定）

２ I銀行が破産，不払いなどのリスクを負担する。

（②～④の問題への対応）
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３．４ Interchange Fee（IF）の機能と課題

IFの重要な機能

Openシステムでは，IFはネットワーク内の関係者のコスト配分や利益分配

を決定するだけでなく，ネットワークに発生する外部性を内部化する。このよ

うに，IFは全体の活動に影響するため，システムの中で集団的に決定される。

その他の価格，手数料は各メンバーが自由に決める。だがメンバー間の競争に

よりこれらの料金は限界費用に近づく。IFが上がると，カード発行銀行（Issuer）

の収入は増加し，カード保有者の手数料を下げて会員の数を増加する誘因があ

る。一方，Merchant’s Bank（Acquirer）のコストは増加する。だがカード保有

者の増加は販売店のカード受け入れを促進するので，それと取引するMerchant

Bank（Acquirer）の利益になる。このときカードシステムが拡大し，ネットワー

クの利益が実現する。一方，現金や小切手支払いは減少する。カード利用の拡

大はその他の支払い手段を代替する。その社会的な評価はどうなるのか。

一方，IFが下がると逆の結果になる。Merchant Bank（Acquirer）のコストは

下がる。カード発行銀行（Issuer）の収入は減少。販売店の価格は下がる。カー

ド保有者の手数料は上がる。このときの全体の厚生はどうなるか。このように

複雑な関係を解明し，その社会的評価をする必要がある。

現在，カードシステムに果たす IFの役割は注目されており，経済学的関心

と規制当局の干渉の対象となっている。

IFの理論的課題

IFの決定はネットワークの外部性を実現し，システム内部の利害調整を行

う。さらに IFはシステムに発生する共同費用を各メンバーグループに配分す

る役割を果たす。すなわち，IFは次の課題について関係者の相互関係を調整

するように決定しなければならない。

Ａ 販売店（商人M）はカードシステムにどれだけコスト（m）を負担す

るか。

Ｂ カード保有者（消費者 C）はカードシステムにどれだけコスト（f）

を負担するか。

－４６－ クレジットカード・ネットワークにおける
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Ｃ カード発行銀行（I）とMerchant Bank（A）との費用負担。

さらに，IFは他のカードシステム（カード会社）との競争にも対応しなけ

ればならない。この課題を分析することが理論的課題である。これは次の４節

で検討する。

IFの政策的課題

一方，IFの決定には，競争法上の課題がある。規制当局は，IFが適正な方

法で決定されているか，IFの決定の仕組みにカルテル性はないか，他の支払

いシステムとの競争関係は適法であるか等に注目している。

いくつかの競争法上の論争と判決がある。

これまでの主な訴訟

①１９８６年 NaBanco事件（アメリカ）。Nabanncoが Visaの IFを違法と訴え

た。

判決：IFは適法。

②１９９６年Wal-Mart訴訟（アメリカ）。Wal-Martが VisaとMCを対象に Anti

trust訴訟を起こした。これはその後，他の小売業者も参加して集団訴訟

になった。

２００３年，和解：和解金の支払い。Debitカードと Creditカードの Honor-all-

cards ruleを廃止

③２００２年 RBA（オーストラリア中央銀行）規制。オーストラリアでの IF

の水準はそのコストに比べ高すぎる。これはカードの使用を過大に導い

ている。

規制：２００３年，IFの価格上限規制を実施

ほかに，イギリス，ECでも，Visaなどのカードに対する IFをめぐる訴訟が

ある。

これらの IFの政策上の課題は５節で検討する。
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４ Interchange Feeのモデル分析

４．１ モデルの展開

Openシステムにおける最適な IFの決定，競争システム内の競争環境の影響，

他のシステムとの競争などを理論的に分析する。最近，文献表に示したように

関連文献が増加している。

これらのモデル分析の基本的課題は，ネットワークの建設と運営に伴う共通

費用をカード保有者と加盟店にどのように配分するかということである。共通

費用配分の考え方は，コストベース型とラムゼイ型が代表である。

コストベース型の例

次の数値例で考えよう。

表２ 例

発行銀行（I） 商業銀行（A）

収 入 ８０ ８０

費 用 １００ ４０

この場合，発行銀行は２０の赤字，商業銀行は４０の黒字，その差額を，IF：a＝

２０として，Aから Iへ支払う。IFは費用の補填としての役割をする。他方，共

同の利益は４０だからそれを Aと Iとで均等に分配すると２０となる。そのため，

IF：a＝２０を，Aから Iへ支払う。このとき，IFは利益配分としての役割をす

る。いずれにしても同じ結果である。だがこれは加入者の需要や店の反応は配

慮されていない。

ラムゼイ型

ラムゼイ価格では，需要の弾力性に反比例して配分が決まる。カード保有者

の価格弾力性は高く，販売店は低い。したがってラムゼイルールでは，加入費

fは安く，商業割引 mは高く設定される。さらにカード加入者が増えるとネッ

トワーク外部性が発生する。このとき加入は社会的最適水準より低いから，補

助してもネットワークを拡大する誘因がある。加入に対していろいろなサービ

－４８－ クレジットカード・ネットワークにおける
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図６ 最適な IFと非効率の発生

スが追加され加入費 fはさらに安くなる。

４．２ Interchange Feeの基本モデル

実際の，これらの価格の設定は市場競争の中で，試行錯誤的に実施され決まっ

ている。現在のカードブランドは数が多く，１人で多くのカードを同時に保有

している。これをMultihomeという。したがって，IF（および加入費 fや商業

割引 m）の決定は，①共通費用の配分，②カード保有者と加盟店の価格弾力

性，③システム間競争，の要素を配慮して分析すべきである。

記号

商品の価格 p，カード保有者の便益 bC，カード保有の料金 f，加盟店の便益

（利潤）bM，商業割引（サービス料金）m，Issuerの限界費用 cI，Acquierの限

界費用 cA，Interchange Fee（IF）a。

社会的な最適

クレジットカードサービスが効率的に利用される条件は，その便益がその費

用より大きいとき，すなわち，

bC＋bM� cI＋cA （１）

の関係が成立する場合である。厚生最大条件は等号：bC＋bM＝cI＋cAで示され
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る。図６の右下がりの直線がこの条件を示す。この線より内側は便益より費用

が大きいので非効率，外側がカード利用が効率的な範囲である。

（１）カード保有者と加盟店が独立して行動する場合

いま，両者がそれぞれカード利用して効率である条件は，bC� cI，bM� cA

が同時に成立することである。これは図６の右上の色つきの範囲で示される。

このとき，全体として便益がその費用より大きい場合でも，�bC＜cI，bM� cA，

�bC� cI，bM＜cAの場合はこの範囲に含まれない。図６の左上と右下の色なし

部分がそれをあらわす。これは私的取引に任せると社会効率が達成されないこ

とを意味している。

この非効率はどのようにして解決できるかを考えよう。

（２）Closed Loopシステム

Issuerと Acquierが合体して１つの組織になるとする。これは３パーティー

システムの構造である。

いま，bC＋bM� cI＋cA，bC＜cI，bM� cA（�のケース）とする。このとき，

消費者のカード参加の上限は bC＝f になる。加盟店と交渉し，会員募集の赤字

とシステムの総コストをカバーする料金 f－cI－cAを調達する。その大きさは

加盟店の bM以下であればよい。すなわち，bM� f－cI－cA＝bC－cI－cA。これよ

り（１）が成立し，社会効率が達成される。�のケースは�と逆にすればよい。

（３）Open Loopシステム

４パーティーシステムでは，Interchange Fee（IF）がこの調整をする。上と

同じ�のケースとする。

消費者のカード料金の上限は f＝bC。発行銀行 Iと銀行 Aが IF：a の契約を

するなら，銀行 Aは加盟店のサービス料 m を cA＋a になるように調達すれば

よい。この条件は，IFが発行銀行 Iの赤字をカバーするだけだとすると（a＝

cI－f），m� cA＋a＝cA＋cI－f となる。これに，bC＝f，bM�m の関係を組み合

わせると，bM� cA＋cI－bC。これより（１）が成立し，社会効率が達成される。

�のケースは�と逆にすればよい。

IFは発行銀行 Iと銀行 Aの利害を調整し，システムを成立させる。したがっ

てカード取引の両サイド間の外部性を内部化する手段として機能していること

－５０－ クレジットカード・ネットワークにおける
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がわかる。

（４）価格差別

IFがなくても，商品の価格差別があれば，社会効率が達成できることを示

す（Gans・King［２０００］）。

これまでと同じく，�のケースを考えよう。決済方法には現金とクレジット

の２つがあるとする。現金は小売価格 p，クレジットは s だけ割引されるとす

る。いま，加入側では，f � cIとする。他方店の側は，m� cAとする。このと

き，買い手がクレジットを利用するときは，クレジットによる節約分 s がクレ

ジットに加入するコストを超えるとき，すなわち，s� f－bCである。一方，

店がクレジットを受け入れるのは，店の純利益 bM－m がクレジット割引 s を

超えないとき，bM－m� s である。この２つの条件から，bM－m� s� f－bC

となる。これより，f � cIと m� cAの関係を利用して，bM－cA� cI－bCとなる。

これをさらに変形すると，（１）式の関係が成立し最適条件が得られる。これは，

価格差別をすることにより，買い手をクレジットに導き潜在的外部性を達成さ

せたのである。

４．３ 基本モデルの展開

前節のモデルは，各モデルに共通する基本モデルといえる。実際には，カー

ド保有者の効用関数，需要関数，費用関数などの特定化などをどのように特定

するかによって，基本モデルは展開され，各モデルの特徴が示される。さらに，

市場構造の相違もモデルの結果に関係する。以下の文献はそのモデルの課題に

合わせて IF水準の決定が検討されている。簡単に紹介する。

① Baxter［１９８３］：初めての IFの理論モデル分析。完全競争を想定したの

で，本節の基本モデルと同様な結果を示している。

② Gans and King［２００１］，［２００３］：オーストラリアの IFの規制に焦点を

あてて分析している。

③ Rochet and Tirole［２００２］，［２００３］：最も包括的なモデル分析を行って

いる。規制政策に対する提言も積極的に取り組んでいる。

④ Schmalensee［２００２］，［２００３］：２００３年までの総括的な理論文献の検討を
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している。

⑤Wright［２０００］，［２００１］：決済システムに対する理論分析で精力的に活

躍している。

そのほか，最近は多くの研究がなされているので，下記の文献表を参照され

たい。

５ Interchange Feeと競争政策

５．１ NaBanco事件（１９８６）アメリカ

IFをめぐる規制と競争政策の議論を具体的な訴訟の事例で紹介する。

NaBancoは銀行のカードを処理する会社であるが，小切手の場合は払わない

IFをカード会社（I銀行）に払うことに疑問を感じた。そこで Visaの IFの料

金設定が，価格固定協定であり Scherman法に違反していると訴訟を起こした。

判決は，IFの存在は合法であるとした。根拠は，TSMの性質を認め，システ

ム全体が効率的な運営をするのに IFの存在は認められると判断した7)。

評価

この判決を機会に，IFの役割の理解が広まった。だが，その後も IFについ

ての訴訟は起こっている。

５．２ RBAの価格上限規制（２００２）オーストラリア

RBAの判断

２００２年８月，RBAは国内の Visa，MasterCard，Bankcardを使ったカード取

引を対象に規制することを宣言した。これについては RBA report（２００２）に詳

しい解説がある。さらに，２００３年１月，加盟店の Surchargeを許可した。また，

２００３年１０月，IFの上限規制を実施した。その根拠を次のように解説している。

まず，RBAは IFの役割は否定しなかったが，決定水準が社会的に見て著しく

高いと判断した。IFが高いために，他の支払い方法を犠牲にしてカード利用

が過度に促進されている。IFが高いと，カード加入費を下げて加入者を増や

－５２－ クレジットカード・ネットワークにおける
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せる。そのため店は売り上げ拡大を期待して，たとえ商業割引 mが大きくなっ

てもそのカードの加入店になる。それらの加盟店側の私的便益は他の店の販売

を犠牲にしているから全体の便益は拡大していない。したがって，高すぎる IF

を社会的に最適な水準まで下げる上限規制を提案し，実行した。その基準は発

行銀行のコストに基づくものとし，システム全体に関わる需要要因は配慮して

いない。３年毎に見直すことになっている。

２００６年，上限規制の内容を修正して規制を継続することが予定されている8)。

批判

①コストベースの規制料金の問題。

IF料金水準はシステム参加者がそのコストを下げ効率的に行動するよう

に設定されるべきである。だが，IF料金規制が I銀行と A銀行のコストに

基づいて決まるなら，コスト削減や積極的な生産性向上の誘引は乏しくなる。

また規制料金は実際にシステム内で直面する IF水準とは異なる。IFが正し

い情報でないならばカードシステムの健全な発展につながらない。

②他の支払いシステムとの競争関係

Openシステムだけが規制され，Closedシステムは規制されなかった。結

果として，Closedシステムを優遇したことになる。支払い市場の公平な競

争という点で問題がある9)。

５．３ 規制と IF

Hayashi［２００６］は，IFの規制の結果，IFの水準がどう変化したかを調査し

た。図７によると規制をした国ではいずれも低下したが，規制がなかったアメ

リカでは上昇した（図８）。Hayashiの解釈では，それぞれの国の複雑な要因が

関係しているのでそれほど簡単ではないとしている。

６ 結 論

IFは支払いカードシステムが機能するための決定的な役割を果たしている。
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両面性市場のバランスをとり，さらに他のシステムとの競争にも対応する。こ

の IFはシステムメンバーにより集団的に決定されている。このことが競争政

策上の問題とされた。理論分析によると，この価格設定方式は必ずしも，価格

を引き上げて生産量を抑制するわけではない。他のシステムとの適切な競争の

図７ 規制後の IFの低下（Hayashi［2006］）

図８ 最近のアメリカの IFの上昇（Hayashi［2006］）

注：５０ドル取引の IF水準（スーパーマーケットを除く）
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下では，規制がなくとも IFを社会的に最適な水準と整合的に設定することが

できる。他方，規制が必要とされたとしても，規制当局の価格規制が社会的な

最適水準と一致する保証はない。むしろダイナミックな経済環境では，規制は

支払いシステムの効率的発展をゆがめる恐れがある。

だが，カードシステムはまだ検討されてない課題が多い。たとえば，カード

システムが成熟期に入り，ネットワークの外部性が飽和しているとすると，IF

の役割は別の意味を持つかもしれない。たとえば，市場で決定された IFの水

準はカード使用を過度にすすめ，他の決済手段との健全な組み合わせを歪めて

いるという見方もある。さらに異なるカードシステム相互の競争の経済的評価

もまだ十分に研究されてない。現在でも多くの国で，IFにかかわる訴訟や規

制の議論は続いている。このような理論と政策的評価を含めた決済システムに

おける IFの役割については，まだ総括的な研究はなされていない。国際専門

誌 Review of Network Economics は，何度か IFについての特集号を出している

が，さらにこの課題を取り上げるとしている。これからの研究成果が期待され

ている。
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付録：日本のクレジットカード市場

１ 消費者信用産業

不況下の日本においてクレジット産業はその成長性が注目されている数少な

い分野である。日本クレジット産業協会のデータを使って日本の消費者信用市

場の状況を概観する。

付表１は消費者信用産業の最近のデータを示している。消費者を対象とした

金融サービス・ビジネス全体を「消費者信用産業」という。信用供与額は消費

者信用産業の規模を示す数値である。２００４年には７２４兆１４１７億円という膨大な

規模の市場となっている。このうち商品やサービスを後払いで販売することを

「販売信用」，キャッシングやローンでお金を貸し付けることを「消費者金融」

と呼んでいる。「販売信用」の中心はクレジットカードによる支払い（カード

クレジット）であり，２００４年には２９兆円に達している。これは販売信用の約７

割を占める。だが，カードを使わない「個品割賦」（ショッピングクレジット）

という分野もあり，これは，家電量販店や家具店で大きな買い物をするときに

分割指定を利用する「月賦払い」である。だが，そのウエイトは減少傾向にあ

る。

消費者金融は消費者の信用を担保に現金を貸し付ける事業であり，消費者信

用全体の半分を占める。消費者金融で注目されたのは，消費者金融専業者（ア

コム，武富士，プロミス，アイフル等）である。かつては「サラ金」と呼ばれ

る小さな存在であったが，最近，急成長を遂げ，とくに９０年代に入ってからは，

融資規模も利益水準も急速に向上して，不況下の成長産業といわれた。だがこ

こ数年は成長が鈍化している。一方，クレジットカードの現金を貸し付ける

「キャッシングのサービス」は順調に伸びており，２００４年には７兆６千億円に

達している。
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付表１ 信用供与額総括表（推計） （単位：億円，％）

年

取引形態

信用供与額

平成１５年 平成１６年 前年比

消
費
者
信
用

販
売
信
用

クレジット
カード

ショッピング

割賦方式 割賦販売 ３，２３０ ３，１６０ △２．２

割賦購入あっせん ２２，５５２ ２３，４８０ ４．１

割賦方式計 ２５，７８２ ２６，６４０ ３．３

非割賦方式 非割賦販売 ３１，７８６ ３４，８８１ ９．７

非割賦購入あっせん ２０８，２５１ ２３０，０９０ １０．５

非割賦方式計 ２４０，０３７ ２６４，９７１ １０．４

クレジットカードショッピング計 ２６５，８１９ ２９１，６１１ ９．７

個 品 割賦方式 割賦販売 ９，９１６ ９，６３０ △２．９

割賦購入あっせん ３９，９１２ ３７，９１４ △５．０

ローン提携販売 ３８７ ３６８ △４．９

提携ローン ２９，４９４ ２９，５８１ ０．３

割賦方式計 ７９，７０９ ７７，４９３ △２．８

非割賦方式 非割賦販売 ２１，３２１ ２０，４９２ △３．９

非割賦購入あっせん １２，４５２ １２，３４９ △０．８

非割賦方式計 ３３，７７３ ３２，８４１ △２．８

個品計 １１３，４８２ １１０，３３４ △２．８

販売信用計 ３７９，３０１ ４０１，９４５ ６．０

割賦方式計 １０５，４９１ １０４，１３３ △１．３

非割賦方式計 ２７３，８１０ ２９７，８１２ ８．８

消
費
者
金
融

消費者
ローン

販売信用業務
を行う信用供
与者による消
費者ローン

クレジットカードキャッシング ７５，６６２ ７６，３６３ ０．９

その他の消費者ローン ２５，５３４ ２５，４３７ △０．４

計 １０１，１９６ １０１，８００ ０．６

民間金融機関 ３９，４６１ ３３，００５ △１６．４

消費者金融会社 ９７，５０７ １０２，８４５ ５．５

消費者ローン計 ２３８，１６４ ２３７，６５０ △０．２

定期預金担保貸付 ９１，２５４ ８１，７３９ △１０．４

郵便貯金預金者貸付 ２０，６２９ １９，３１１ △６．４

動産担保貸付 ７９９ ７７２ △３．４

消費者金融計 ３５０，８４６ ３３９，４７２ △３．２

消費者信用合計 ７３０，１４７ ７４１，４１７ １．５

（推計）（社）日本クレジット産業協会
（出典）（社）日本クレジット産業協会「日本の消費者信用統計平成１８年版」
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付表２には，現在のクレジットカードの利用状況が示されている。クレジッ

トカードの発行枚数は２億７０００万枚（２００４年３月末）であり，国民一人当たり

２枚のクレジットカードを所有していることになる。クレジットカード発行枚

数は１９９４年の時点では２億３０００万枚であったものが，１０年間で約４０００万枚，約

１７％拡大している。また，ショッピングとキャッシングをあわせたカード取扱

高でみると，９４年は１８兆７７５１億円であったが，２００４年には３６兆７９７４億円となり，

１０年間で約９６％の急拡大を達成した。

付表２ クレジットカードの発行枚数とカード取扱高
（単位：万枚，億円）

年
項目

平成６年 平成１６年

クレジットカード発行枚数 ２２，７５１ ２７，３３８

クレジットカード信用供与額 １８７，７５１ ３６７，９７４

ショッピング １３６，３２１ ２９１，６１１

キャッシング ５１，４３０ ７６，３６３

※クレジットカード発行枚数は年度末の数字。

２ カードの種類

日本国内のカードは発行主体別に分類される。その系列別のカードの発行枚

数が付表３に示されている。好調を続けるクレジットカード市場をめざして，

多くの新規参入が続き，厳しい競争が展開されている。

銀行系カード：銀行が発行する銀行系カードが最大のウエイトを占めている。

最近の４大メガバンクの出現にあわせてカード会社も４大グループに再編され

つつある。三井住友グループは「三井住友カード」（VISAジャパン），UFJグ

ループは「UFJ（ユーエフジェイ）カード」，みずほグループは「UC（ユーシー）

カード」，三菱東京グループは「DC（ディーシ）カード」とそれぞれの金融グ

ループのリテールの中心に位置づけている。また，JCB（ジェーシービ）は，

国内唯一の国際ブランドホルダーという立場から中立の立場にある。

流通系カード：流通系カードは，スーパー，百貨店などが発行するカードで

ある。セゾングループの「SAISON（セゾン） カード」，ダイエーグループ

－５８－ クレジットカード・ネットワークにおける
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の「OMCカード」，イオングループの「AEON（イオン） カード」，さらに，

「伊勢丹アイカード」，「東急 TOPカード」，「タカシマヤカード」などがある。

その特徴は割引やポイントなどの多様なサービスを展開できることにある。

信販系カード：信販会社が発行するカードを信販系カードという。本業の月

賦販売の減少により，成長するカード事業に力を入れている。信販系カードに

は，最大手である日本信販の「NICOS（ニコスカード）」，他に，オリエントコー

ポレーションの「ORICO（オリコカード）」，ジャックスの「JACCS（ジャック

ス）カード」，ライフの「LIFE（ライフ）カード」，セントラルファイナンス

の CF（セントラルファイナンスカード）等がある。

メーカー系カード：自動車，家電などのメーカーも企業戦略としてカード事

業を始めている。トヨタやソニーの「カード」がその例である。さらに，JR

東日本，NTTグループなども事業に進出した。これらの進出の目的は決済リ

テールの強化と顧客囲い込みである。

その他に石油系のハウスカードや地域別のカードがある。

提携カード

以上の国内ブランドに国際ブランド｛VISA（ビザ），MasterCard（マスター

カード），AMEX（アメリカンエキスプレスカード）｝などと連携関係を結べば，

国内ブランドカードは国際クレジットカードとして海外でも使えるカードにな

る。そのため最近のクレジットカードは提携カードが主流になっている。

付表３ 系列別クレジットカード発行枚数（実数）
（単位：万枚）

平成７年３月末 平成１７年３月末

銀行系 ８，８８２ １０，２５８

流通系 ５，９１６ ７，８６１

信販系 ６，２８８ ６，７７８

メーカー系 ７７６ １，１０９

中小小売商団体 ５６４ ５１４

石油系 ２１６ ４３９

その他 １０９ ３７９
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３ カード事業の課題

カード事業の課題はカードの不正防止対策とカード破綻の対策がある。付表

４によると，日本のカード不正使用の被害額は２０００年をピークにしてその後は

減少している。特に偽造対策には ICカードが有効であるので，カードの IC化

が進んでいる。だが，それに対応する利用端末（CAT）の設置がまだ十分追い

ついていないのが現実である．他方，個人の自己破産により債務返済が不可能

となる件数は急増しており，カード事業の収益に深刻な影響を与えている。そ

の対応策として融資の抑制や審査の厳格化が必要であるが，それは営業の縮小

をもたらす。そのため，根本的に自己破産を減らす対策が求められている。

付表４ クレジットカード不正使用被害の発生状況
（単位：億円，％）

期 間
クレジットカード
不正使用被害額

クレジットカード偽造被害額の内訳

偽造カード被害額 その他不正使用被害額

被害額 構成比 被害額 構成比

１９９７年 １８８．０ １２．０ ６．４％ １７６．０ ９３．６％
１９９８年 ２１６．０ ２８．０ １３．０％ １８８．０ ８７．０％
１９９９年 ２７１．７ ９１．０ ３３．５％ １８０．７ ６６．５％
２０００年 ３０８．７ １４０．２ ４５．４％ １６８．５ ５４．６％
２００１年 ２７５．７ １４６．４ ５３．１％ １２９．３ ４６．９％
２００２年 ２９１．４ １６５．０ ５６．６％ １２６．４ ４３．４％
２００３年 ２７１．８ １６４．４ ６０．５％ １０７．４ ３９．５％
２００４年 １８６．４ １０５．６ ５６．７％ ８０．８ ４３．３％
２００５年 １５０．４ ８３．４ ５５．５％ ６７．０ ４４．５％
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